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１．国有財産法において、国有財産は、国の行政目的に直接供される行政財産と、それ以外の普通財産の二つに分

類され、それぞれの管理・処分に関し、財務大臣の権限を規定している。  

具体的には、 

① 行政財産については、各省各庁の長が管理するが、財務大臣は、各省各庁の長に対し、必要な調整を行う

「総括権」を有している。 

② 普通財産については、特別会計所属等特別なものを除き、財務大臣が自ら管理・処分を行うこととされて

いる。また、特別会計所属等特別なものについては、財務大臣は、各省各庁の長に対し、必要な調整を行う

「総括権」を有している。 

③ 行政財産のうち、国家公務員宿舎については、財務大臣が原則として自ら設置・管理し、各省庁との間で

必要な調整を行う「総括権」を有している。 

 

２．行政財産と普通財産は、制度上別のものと分類されているが、①各省各庁の新たな行政需要に応じ、普通財産

を行政財産に充てる、②非効率な行政財産についてはその用途を廃止し、普通財産に振り替えるなど、その入替

えなどの調整を要するものであり、財務大臣は、行政財産・普通財産を通じ、全体を一括して総合調整を図って

いる。 

財務局は、財務大臣の権限の委任を受けて、国有財産の総括、普通財産の管理・処分及び宿舎の
設置・管理に関する業務を処理。 

１．財務局（管財部門）の役割 
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以上のような財務大臣の権限において行われる国有財産についての業務のうち、各省庁との間で調整をする業務

は、財務大臣の総括権という行政権限を行使するものであることから、財務大臣の指揮監督権の及ぶ財務局管財部門

の職員（国家公務員）自ら行う必要がある。こうした行政権限を民間に包括委託し又は独立行政法人へ移すとすると、

各省庁に対する権限の実効性を確保できなくなるという問題がある。 

その他、法令で国自ら行わなければならないとされている業務や、個別の政策的判断を要する非定型的な業務につ

いても、財産権の権利主体としての国による公正かつ厳正な執行を確保するため、財務局管財部門の職員（国家公務

員）自ら行う必要がある。 

行政財産と普通財産は、それらの有効活用の観点から、相互の入替えなどの調整を要するものであることから、財

務局管財部門の職員が両方の財産に係る業務を一体として取り扱うシステムを採用している。仮にこれらの業務の一

部を分離して民間に包括委託し又は独立行政法人へ移せば、普通財産を国利用のために速やかに行政財産に入替え

る必要がある場合などに支障が生じるおそれがあるほか、新たに調整コストが発生し、国民負担が生じることとなると

いう問題がある。 
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一般競争入札
により売却

地方公共団体
へ売却等

（注） は、総括権に基づく実地監査、使用調整。

行

政

財

産

引き続き、国が
利用する財産

不用となる財産

・実地監査・使用調整による行政財産の有効利用の推進
・各種政策ニーズを踏まえた普通財産の活用及び売却促進による歳入確保

２．財務局管財部門による行政財産・普通財産を通じた施策

継続的に実地監査
・使用調整を実施

（施設の廃止・立退き指導）

普

通

財

産
定型的な業務について
は、既にすべて包括的
民間委託を実現

物 納 財 産

米軍返還財産

【財務局が行う調整事項】

・立退きや建替中に必要
な代替施設の確保
・庁舎・宿舎の設置に関
する各省庁との調整
①必要な設置規模・入
居官署等の確定
②各省庁への予算措置
の要請

等

これらを通じ、国有財産全体を一括して総合調整

有効利用の観点から
実地監査・使用調整
を実施

普通財産に変更

行政財産に変更

各省庁や地方公共団体の
各種政策ニーズを踏まえ
て利用方法を判断

庁舎等の効率使用

継続的に実地監査
・使用調整を実施
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行政財産の悉皆調査（平成１０年度～１２年度）

全国の行政財産等の使用状況を悉皆調査

調査件数 ６２，３８７件

このうち効率化を図ることが必要と認めた財産 １４，１２６件

上記の調査において、今後効率化を図ることが必要とされた財産については、
問題解決が図られるまで、毎年度、実地監査を実施し、効率使用に向けた指導
を継続。

平成１３年度 １３，３６２件

１４年度 １２，０８５件

１５年度 １０，９１６件

１６年度 ８，４００件

平成１８年度から、これまで以上に各省庁に対して国有財産の効率的な使用を
求めていくため、従来の土地の有効利用の観点に加え、既存庁舎等の使用効率
等についても監査を実施。

実地監査による行政財産の有効利用の推進
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各種政策ニーズを踏まえた普通財産の活用

公営住宅

住 宅

公園、緑地

都市計画

児童福祉施設
老人福祉施設
身体障害者福祉施設 等

福 祉

大学、高等学校、
小・中学校 等

教 育

博物館、図書館、
公民館 等

文 化

消防施設
応急措置
仮設住宅

災 害

体育館、競技場、
野球グランド 等

スポーツ

病院、診療所

医 療

廃棄物処理場、
リサイクルセンター、
上・下水道施設

環 境

卸売市場、工業団地
等

産 業

国際会議場、国際交流センター
市民農園、自転車駐車場 等

その他

財務局管財部門が地方公共団体等と調整を行い、
その時々の社会的要請の強い政策ニーズに対して処分等を実施
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（参考）財務局管財部門による具体的な調整事例

陸上自衛隊Ｋ駐屯地Ｊ分屯地の移転整備

平成１０年度 総括権に基づく実地監査の結果、分屯地の土地の利用度が低く、周辺の市街化が進んでいること等から、分屯地を
移転整備し、その跡地は他への転用により有効利用化を図るべき財産として指摘。

財務局が防衛施設局と調整を行った結果、他の複数の駐屯地に移転先を確保。

分屯地移転整備。１７～１９年度

移転整備完了後、財務局が分屯地跡地を普通財産として引受け。２０年度以降

地方公共団体等から公用・公共用の利用要望があれば、その内容等を踏まえ、地方公共団体等へ売却。

地方公共団体等に売却しない場合は、民間へ一般競争入札により売却。

分屯地の跡地利用について、財務局が地方公共団体との調整を実施。

こうした各局面における多面的な調整を
行うことができるのは、国の機関のみ。

１１～１６年度
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Ｆ港湾合同庁舎の移転整備

１０年度 総括権に基づく実地監査の結果、港湾合同庁舎について、移転要請があること及び老朽・狭隘が著しいことから、移

転再配置し、その跡地は他に転用を図るべき財産として指摘。

財務局が港湾関係官署の業務に適した移転先を地方公共団体と調整し確保。さらに、地方公共団体と移転補償に

ついて協議。

港湾合同庁舎整備。１３～１５年度

移転整備完了後、財務局が港湾合同庁舎及び単独庁舎の跡地を普通財産として引受け。１６年度以降

港湾合同庁舎跡地は地方公共団体に埠頭再開発事業用地として売却。

平成５年度

頃から

地方公共団体から、財務局に対し、港湾計画の改訂に伴い、港湾関係官署が入居する港湾合同庁舎の立退き及び

別地への移転整備についての協力要請。

１２年度 地方公共団体から、財務局に対し、港湾合同庁舎の立退き要請への協力及び移転先の調整申出。

地方公共団体に処分しない単独庁舎跡地は一般競争入札により民間へ売却。

こうした各局面における多面的な調整を
行うことができるのは、国の機関のみ。

財務局が新たに整備する港湾合同庁舎への入居に適した別地所在の単独庁舎の官署(複数)と調整し、これらを取
り込んだ港湾合同庁舎整備計画案を策定し、本省へ計画案を送付するとともに予算要求が適切である旨の意見具

申。
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東京都港区所在国有地の売却による有効活用

１３年度

別地で宿舎を建設（高層化により別地の非効率使用状態が解消）。入居者の移転。１３～１７年度

移転跡地を地方公共団体へ公的施設用地として売却。１７年度以降

各庁舎・宿舎を用途廃止後、全体を財務局が普通財産として引受け。

こうした各局面における多面的な調整を
行うことができるのは、国の機関のみ。

財務局が、当該庁舎、宿舎を所管する複数の省庁と調整の上、別地で低層利用されていた庁舎敷地を転用して高
層宿舎を建設し宿舎入居者の転居先とするとともに、一部庁舎の廃止及び他の庁舎の移転を決定。

総括権に基づく実地監査の結果、都内のまとまった区画にある国の複数の庁舎、宿舎で、低層利用にとどまってい
たものについて、一部庁舎の廃止及び他の庁舎の移転並びに宿舎入居者の転居を行った後、移転跡地を一括して
売却することにより、有効利用化を図るべき財産として指摘。

平成１０年度

各庁舎・宿舎を用途廃止後、全体を財務局が普通財産として引受け。

移転跡地の利用について、地方公共団体と調整。
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災害発生時における財務局管財部門の対応

１．総括権の発動

各省庁に対し、災害応急対策
実施のために提供可能な国有
財産の情報提供等を迅速かつ
適切に行うよう要請。

２．未利用国有地の情報提供

地方公共団体に対し、仮設住
宅建設用地等として利用可能な
未利用国有地の情報提供を実
施。

地方公共団体に対し、仮設住
宅として利用可能な公務員宿舎
の情報提供を実施。

３．公務員宿舎の情報提供

国
民
の
安
全
・
安
心
の
た
め
に
国
有
財
産
を
有
効
活
用

阪神・淡路大震災
１９件、４５千㎡の国有地を仮設住宅敷地
等として提供

新潟県中越地震
１件、３１千㎡の国有地を仮設住宅敷地とし
て提供

阪神・淡路大震災
近畿財務局から各省庁に対し、適切な情報
提供、手続きの迅速化を要請

新潟県中越地震
関東財務局から各省庁に対し、適切な情報
提供、手続きの迅速化を要請

阪神・淡路大震災
７２戸の公務員宿舎を仮設住宅として提供
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（１）これまでの取組み 

 財務局管財部門の定員は、包括的民間委託の推進などの減量・効率化により、ここ２０年間（昭和６０年度以降）

で△７０５人・△２８％の純減、また、ここ１０年間（平成７年度以降）で△３０１人・△１５％という厳しい純減を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 財 務 局 うち管財部門 

６０ ４，９０５人 ２，４８２人 

 ２ ４，６４７人 ２，１５５人 

 ７ ４，６３５人 ２，０７８人 

１２ ４，８１３人 １，８４７人 

１７ ４，８１７人 １，７７７人 

財 務 局 うち管財部門 
年 度 

増 減 増減率 増 減 増減率 

６０～１７ △８８人 △１．８％ △７０５人 △２８．４％

７～１７ １８２人 ３．９％ △３０１人 △１４．５％

３．定員削減に向けた取組み 

4,8174,813
4,6354,647

4,905

1,7771,847

2,0782,155

2,482

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

６０年度 ２年度 ７年度 １２年度 １７年度

財務局

うち管財部門

（人）

 

純減１．８％

純減２８．４％
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（２）国有財産行政の直面する課題 

既存庁舎等の効率的な使用や未利用国有地の売却の促進等のため、国有財産法等の改正案提出。 

⇒新規権限の規定、新規業務の追加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）今回の取組み 

①財務局管財部門全般について業務の見直し・効率化を図る。 

②定型的な業務を洗い出し、民間委託を徹底する。 

 

５年間（平成１８～２２年度）で、▲１０％超（▲１８１人）の大幅な定員の純減を実施。 

（当該５年間は、新規増員要求は行わない。） 

（参考）今後１０年間での国有財産の売却の目安（経済財政諮問会議（18.3.16）） 

①未利用国有地及び毎年度発生する物納財産等：約２．１兆円 

②一般庁舎・宿舎の効率的な使用により不用となる不動産：約１兆円 

⇒合計３．１兆円 （改革による上乗せ額：１兆円） 
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４．検討結果（概要）

業務の見直し・効率化に
より７６人を削減

（注）削減数は純減ベース。
以下同じ。

前提：財務局管財部門では、業務の効率性の観点から、同一の職員が、地区別に行政財産関係（宿舎を除く）、普通財産関係及び宿舎関係の業
務を一体として担当する体制を基本としており、一定の前提のもとで算出した事務量に応じ、それぞれの業務分類別に人員を換算。なお、いず
れの業務の性質も有し、業務分類別に区分できないものについては、主たる業務で分類。

（１）行政財産関係（宿舎を除く）【 ４６３人】

普通財産に関する財務局の業務
のうち、各省庁との調整を要する
業務、個別の政策的判断を要す
る非定型的な業務や財産権の権
利主体として公正かつ厳正な執行
を確保するための業務等は、国自
ら行う必要がある。
それ以外の定型的な業務（一般
競争入札における物件調査、鑑
定評価など）については、包括的
民間委託を推進している。

（２）普通財産関係 【 １，０４０人】

業務の見直し・効率化に
より３７人を削減

（３）宿 舎 関 係 【 ２５２人】
宿舎に関する財務局の業務のうち、
各省庁との調整を要する業務は、
国自ら行う必要がある。それ以外
の定型的な業務（宿舎の建設・修
繕に係る詳細設計・監理及び宿舎
の管理人業務）は、民間委託を推
進している。

業務の見直し・効率化に
より１７人を削減

【業務の具体的内容】

○国有財産の総括（庁舎の新規取得の調整、庁舎の入居官

署の入替調整、各省庁からの行政財産の取得等の協議の審

査）、○行政財産の用途廃止、○国有財産の実地監査、○国

有財産の現況把握、台帳作成等、○予算要求その他の業務

【業務の具体的内容】

○物納財産の調査・引受、

○管理（地方公共団体等への無償・減額貸付、境界協議、取

得時効・不法占拠財産の処理等）、

○処分（国利用として行政財産への所管換、地方公共団体等

への随意契約による売却、一般競争入札、旧里道・旧水路の

売却、権利付財産の売却）

○国有財産の鑑定評価・審査、○困難事案・問題事案の個別

処理、○債権管理、徴収、訴訟等、○報告業務、検査院対応

その他の業務

【業務の具体的内容】

○国家公務員宿舎の総括（国家公務員宿舎設置計画の策定 、

入居調整、宿舎廃止等に関する協議の審査）、

○宿舎の建設（建設スケジュールの策定、用地の取得、間取り

等の設計基準・積算基準の作成） 、

○宿舎の修繕

更なる民間委託の実施に
より４４人を削減

更なる民間委託の実施に
より７人を削減

行政財産（宿舎を除く）に関する財
務局の業務は、国有財産法に定
める財務大臣の総括権の行使を
伴う各省庁との調整業務であり、
定型的な業務でないことから、国
自ら行う必要がある。

（注）上記の業務分類別人員のほか、部長・次長が計２２人いる。

12



 
（４）財務局管財部門の定員の見直し結果 
 

 

業務の見直し・効率化（ＩＴの活用によるもの） 民 間 委 託 
区   分 

見 直 し の内 容 削 減 数 見 直 しの内 容 削 減 数 
計 

法定帳簿を含めた下記の主要帳票及び関連帳票の情報項目、様式等を見直し 

・国有財産台帳 ・庁舎等整備予定一覧 ・庁舎等使用現況及び見込み報告書 

・行政財産等監査現況調査票 ・有効利用化財産の処理計画 

・行政財産使用状況実態調査確認結果  等 

下記の協議及び通知の様式、協議手続きを見直し 

・所管換、取得、使用収益等の協議 ・特別会計所属普通財産の売却、貸付の通知 

行政財産 

関   係 

下記の報告書作成及び計算処理の効率化 

・国会報告書 ・国有財産の価格改定 ・市町村交付金 ・使用料 

△７６人 － － △７６人 

債権発生通知書について「官庁会計事務データ通信システム」との連携見直し 取得時効の処理業務のうち、物
件確認に必要な公簿・公図調査
等の定型的な業務の民間委託
による削減 

△２０人 

普通財産 

関   係 
下記の計算処理の効率化 

・価格改定 ・市町村交付金 

△３７人
一般競争入札の売却物件に加
え、新たに地方公共団体等へ
の売却物件に係る鑑定評価の
民間委託による削減 

△２４人 

△８１人 

下記の主要帳票及び関連帳票の情報項目、様式等を見直し 

・宿舎現況記録 ・宿舎設置要求書 ・参考調書  等 

下記の協議の様式、協議手続きを見直し 

・所管換、取得等の協議 

下記の各種報告書等の統合・情報項目を見直し 

・宿舎現況表 ・合同宿舎現状調査表 ・省庁別宿舎現状調査表 ・宿舎現況連絡票 

公務員宿舎 

関    係 

下記の計算処理の効率化 

・価格改定 ・宿舎使用料 

△１７人

合同宿舎の施設整備・改修工
事の設計・監理業務をすべて民
間委託 

△７人 △２４人 

合     計 △１３０人 △５１人 △１８１人 

 (注) 定員削減数は、定員合理化計画による削減を含むものとし、今後５年間（平成１８～２２年度）は新規増員要求は行わない。 
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（５）主要業務指標

（平成１７年３月３１日現在）

防衛施設 13兆7,816億円 航空機、船舶を含む。 独立行政法人等への出資財産 46兆8,578億円

空港施設 2兆1,627億円 東京国際空港等 在日米軍施設としての提供財産 4兆3,338億円
横田飛行場、横須賀海
軍施設、三沢基地等

社会保険事務所、厚生年金病院・会館 1兆5,141億円 公園用地など地方公共団体等への貸付財産 2兆2,891億円
都立代々木公園、大阪
城公園等

刑務所、拘置所、少年院等の矯正施設 1兆438億円 特別会計所属財産（借入金償還財源等） 3,715億円
警察大学校等整備財源
等

石油備蓄施設 9,751億円 暫定的に行政目的に使用している財産（仮庁舎） 2,325億円

裁判所施設 8,261億円 未利用国有地 6,324億円

その他（一般庁舎等） 9兆9,549億円 その他国有地（山林原野等） 2,669億円

計 30兆2,586億円 その他 1,180億円

国営昭和記念公園、新宿御苑等 7,842億円 合　　　　　　　　　　計 55兆1,022億円

皇居等 4,788億円

国有林野事業 8兆5,957億円 （立木竹 6兆5,777億円）

40兆1,175億円

普通財産

・道路、河川等は含まれていない。
・単位未満を切り捨てているため、計において一致しない場合がある。

①国有財産の現在額

内　　　　　　訳 国有財産台帳価格 備考

 

合　　　　　　　　　　計

公用財産

公共用財産

皇室用財産

企業用財産

行政財産

種類 内　　　　　　　　　　訳
国有財産台帳価格 備考
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②行政財産関係

○監査 ○庁舎等の入居調整
　  土地利用の状況を監査 　　庁舎の取得に伴う入居調整

　  →平成18年度以降は庁舎等の使用効率等についても監査 　　→平成18年度以降は庁舎の使用についての省庁横断的な入替え

○庁舎等の取得等調整 ○協議及び通知事項処理状況
　  必要性等を審査・調整し、その結果を庁舎等の整備予算に反映

　  →平成18年度以降は省庁毎の単独庁舎整備を抑制し、合同庁舎化を推進

（注）「総括協議・通知件数」は、各省各庁の長が国有財産の所管換、取得等をしようと

　　　する際に、国有財産法第12条、第14条等に基づき、財務大臣に協議・通知した件数
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③普通財産関係

○土地売払代（財務省主管一般会計分）
　　 国有財産の売却促進→平成18年度以降は、売りにくい不整形地なども隣接地と交換することにより工夫して売却

○一般競争入札及び価格公示売却（一般会計） ○物納不動産（土地）の引受状況
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④宿舎関係

○国家公務員宿舎の設置及び廃止戸数 ○旧宿舎用地の処分状況
　　 省庁横断的な入居調整等の徹底により、既存庁舎の効率的な使用を推進 　　 東京23区内の宿舎について、今後、民間の視点を積極的に活用しつつ、

　　 真に必要な宿舎需要に限定し、合同宿舎化等による宿舎の効率的な整備 　　 都心からの移転再配置の具体的な計画案を策定の上実施

     を推進

○合同宿舎管理戸数

（注）国家公務員宿舎については、合同宿舎化を推進している。なお、平成16年度の管理戸数は、平成16年4月1日に国立大学法人に対し、合同宿舎を現物出資したことなどにより減少。
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５．財務局管財部門における効率性を一層重視した国有財産行政への転換 

○ 構造改革特区制度等の動きに見られるように、

経済活性化のため、庁舎等の行政財産につい

て民間利用に向けた規制緩和が求められている

など、国有財産の有効活用が課題となっている。
 

○ 昭和３０年代から４０年代に建築された庁舎等

をはじめ、耐震基準を満たしていない庁舎等が

大量に存在。（全国の一般事務庁舎等の約３分

の１、約２７０万㎡） 
 

○ 過去に急増した物納財産の売却の促進が行わ

れてきたが、今後は、相当残っている売却困難

財産や権利付財産も工夫して売却していくことが

必要 

建築物の耐震化緊急対策方針（抄）（17 年 9 月 27 日 中央防災会議）  

２．緊急対策の方針 

⑶ 公共建築物等の耐震化 

学校は避難場所等として活用され、病院では災害による負傷者の治療が、

国及び地方公共団体等の庁舎では被害情報収集や災害対策指示が行われる

など、多くの公共建築物等が災害時には応急活動の拠点として活用される。

このため、平常時の利用者の安全確保だけではなく、災害時の拠点施設とし

ての機能確保の観点からも公共建築物等の耐震性確保が求められるとの認

識のもと、強力に公共建築物等の耐震化の促進に取り組む。 

売却困難財産の推移

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

件 数 818 842 2,458 2,981 2,675

台 帳 価 格
（ 億 円 ）

686 673 1,848 2,353 2,055  
権利付財産の推移

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

件 数 34,657 34,900 34,567 34,116 33,379

台 帳 価 格
（ 億 円 ）

5,962 6,350 6,439 6,615 6,495  

３万件超で推移 

国有財産行政を巡る状況を見ると、次のとおり大きな転機に直面 

５年間で３倍超に増加 

国有財産が国民共通の貴重な資源であり、かつ、国民経済上相当な規模に上ることに加え、現

下の極めて厳しい財政事情等を踏まえると、今後は、効率性を一層重視した国有財産行政へと

転換することが適当。 
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 財務大臣が行う監査（チェック）や入替調整の対象として、国有

庁舎に国が借り受けている庁舎（借受庁舎）を加え、庁舎に無駄
があれば積極的に入替えを行い、無駄を解消する。 

特定国有財産整備特別会計において、入替調整又は監査の

結果不用となる庁舎敷地の売却収入を必要な耐震性を備えた

合同庁舎の整備の財源として活用する。 

国有地の売却促進のため、売りにくい不整形地や借地人等の

いる土地などについて、隣接地や借地権と交換できるようにする
（平成１８年度一般会計歳入予算に約１８３億円の売却収入等を計上）。 

 入替調整の結果、一棟全体が不用となった庁舎は売却し、庁

舎の一部の空きスペースについては、それを民間に貸し付ける。

 

 

効率性重視に向けた改革を図るため、以下の制度改正を行うこととし、「国有財産の効率的な活用を

推進するための国有財産法等の一部を改正する法律案」を平成１８年通常国会に提出。 
 

この国有財産制度の改正は、平成１７年１２月２４日に閣議決定された「行政改革の重要方針」において、政府の

資産・債務改革の一環として、国有財産の有効活用・民間活用、売却促進を強力に推進するためのものと位置付け

られている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国有財産制度の改正 

制度改正の具体的内容 
 

売却 

チェック

入替え

道路 道路

国有地

民有地

国有地

民有地

民間貸付
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制度改正にあわせて、次のような国有財産行政の運用面の改善も行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用面の改善 

東京２３区内の国家公務員宿舎について、「国家公務員宿舎の移転・跡地利用に関する有識者会

議」を開催し、民間の視点から、都心部からの移転に伴う跡地の売却を促進し、都市再生や土地の高
度利用に資するための検討を行っていただいている。 

貸付けが可能な庁舎の空きスペースや地方公共団体等に売却する未利用国有地の機会費用を算

定し公表する。 

貸付けが可能な庁舎の空きスペースや売却可能なすべての未利用国有地に関する情報等をタイ
ムリーに提供する。 

新たな庁舎の整備の際、建替えと民間借受けのいずれのコストが少ないか、比較検討する。 

 各省各庁が使用している庁舎等の行政財産について、単に容積率の使用状況といった外形的なチ
ェックにとどまらず、建物の利用状況に踏み込んだ監査を行う。 

20



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁舎等の監査・入替調整に関する業務

６．制度改正に伴い財務局管財部門において新たに生じる業務 

各省各庁が使用している庁舎等の行政財産について、単に容積率の使用状況といった

外形的なチェックにとどまらず、建物の利用状況に踏み込んだ監査 

借受庁舎を対象とした監査 

空スペースを管理する各省庁に当

該空スペースの機会費用の計算を

求めた上、その計算結果をチェック 

空スペースを管理する省庁に対し、

貸付けの実施を要請 

上記監査の結果を踏まえ、これまで以上に

積極的な既存庁舎等の入替調整 
（従来は、庁舎等の新規整備に伴う入居の調整がほとんど） 

有識者会議（各財務局に設置）への意見照会 

入居官署との調整、売却可能な庁舎・貸

付可能な空きスペースの特定、売却促進 

効率性を重視した監査の実施 

使用調整の徹底 空スペースを民間に貸し付け
るための措置 

行政財産関係（宿舎を除く）
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合同庁舎整備に関する業務

各省各庁が新たに庁舎の整備を行う際に、建替えと民間借受けのいずれがコスト

が少ないかを比較検討させ、その結果をチェック 

国有財産の売却促進に関する業務 

売却することが困難な不整形地や借地人等のいる土地等についても、新たな交換

制度を活用し売却を促進（その際、交換の勧奨等の定型的な事務については民間委

託を実施するが、価格の決定や契約締結事務は国自ら行う必要がある。） 

未利用国有地の売却に当たり、タイムリーな情報提供 

地方公共団体等に売却する未利用国有地の機会費用を算定し公表 

国家公務員宿舎に関する業務 

国家公務員宿舎についての有識者会議の動向を踏まえ、今後、一層の入居調整

の徹底、真に必要な宿舎の合同宿舎化による効率的な整備、宿舎跡地の創出及び

民間に対する売却を促進することが必要 

行政財産関係（宿舎を除く）

普通財産関係

宿舎関係 
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指定フォーマットによる回答 

 

 

 



【財務省】 

国有財産管理関係 

【定員純減に向けた検討の方向】 

○ 以下の観点から、体制の抜本的な見直しを行うこと。仮に、困難なものがある場合には、真に国家公務員をもって充てる

べき業務とそれ以外とを精査し、後者の業務を特定するとともに、最低限必要な人員の規模を明らかにすること。 

 

 － 国有財産の有効利用・高度利用を促進するため、行政財産及び普通財産の管理並びに国家公務員宿舎の設置・管理に関

する業務の全てを対象に、包括的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人へ移行すること。 

 

【現時点における検討結果】 

 

Ⅰ 行政財産関係(宿舎を除く)  １７年度末定員４６３人 業務の見直し、効率化による削減▲７６人 ⇒ ３８７人 

 

１．国の行政目的の遂行のために供されている行政財産については、各省庁の行政目的の遂行と一体不可分のものであることか

ら、その管理は各省庁が行っている。 

 

２．財務局管財部門においては、各省庁が所管している行政財産について、国全体としての有効活用を図るため、国有財産の総

括機関として、省庁間の調整等の「総括事務」を遂行している。 

この総括事務の内容としては、 

① 庁舎の新規取得の調整 

翌年度における各省庁の庁舎等の新築、購入等の予定を把握し、その必要性・緊急性を審査・調整し、その結果を予

算編成時に査定当局(主計局)に意見表明。 

② 庁舎の入居官署の入替調整 

既存庁舎等を適正かつ効率的に使用するため、各省庁が所管する庁舎等の使用現況や使用見込みを把握し、各省庁と

調整の上、庁舎等の入居官署の入替等の調整を実施。 

③ 特定国有財産整備計画の策定 
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非効率な使用状況となっている行政財産の集約・立体化、移転再配置を行うため、特定国有財産整備特別会計を活用

して整備。 

④ 各省庁からの行政財産の取得等の協議の審査 

各省庁が行政財産を取得しようとする場合や国以外の者に使用収益させようとする場合等に、各省庁において適正な

処理が行われるよう、各省庁から事前に協議を受け、国有財産業務を統一。 

⑤ 庁舎等の使用状況の監査 

庁舎等の行政財産について、その使用状況等を実地監査し、その結果、より有効に利活用する必要があると認められ

た財産については、その是正や、用途廃止など有効活用を図るよう指導。 

などがあり、これらの業務は、省庁間の調整を図っていく必要があり、実効性を確保するためにも、国自ら行うことが不可欠

である。 

また、庁舎等の使用状況に関する監査業務については、その結果を庁舎等の使用調整、庁舎等の取得等予定の計画及び特定

国有財産整備計画の業務に反映させるものであり、総括事務として各省庁との調整を要することから、実効性を確保するため

にも、国自ら行うことが不可欠である。 

 

３．現在、効率性を一層重視した国有財産行政への転換を図ろうとしているところであり、行政財産の一層の有効活用を進める

ためには国有財産の総括機関による直接かつ強力な総括事務の執行が必要不可欠であり、そのために必要な使用調整、貸付け

の要請等は各省庁との調整が一層必要となり、こうした観点からも、包括的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人へ

の移行は不適当である。 

また、監査についても、各省庁との調整を要する業務であり、実効性を確保するためにも、包括的な民間委託の実施又は非

公務員型独立行政法人への移行は不適当である。 

 

Ⅱ 普通財産関係  １７年度末定員１，０４０人 業務の見直し、効率化による削減▲３７人 更なる民間委託の実施による 

削減▲４４人 ⇒ ９５９人 

 

１．行政財産以外の財産である普通財産については、特別会計所属等特別なものを除き、財務大臣が管理・処分を行うこととさ

れている。また、特別会計等特別なものについては、財務大臣は、各省各庁の長に対し、必要な調整を行う総括権を有してい

る。 
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普通財産については、米軍へ提供している財産や地方公共団体への無償貸付貸財産（公園用地等）などのように特定の目的

に供されている財産のほか、今後行政目的の遂行のために供することが見込まれる財産と、金銭に換価して財政収入とするた

めに処分することが適当な財産がある。 

 

２．財務局管財部門においては、普通財産の管理・処分業務として、 

① 未利用国有地の各省庁への所管換 

② 未利用国有地の地方公共団体等への売却、減額・無償貸付け 

③ 未利用国有地の一般競争入札 

④ 旧里道・水路及び権利付財産の売却・貸付け 

などを行っている。 

 

３．これらの業務のうち、各省庁への所管換、地方公共団体等への売却等の公用・公共用の用途に利用することが見込まれる未

利用国有地については、各省庁、地方公共団体等からの利用要望の調整を行い、利用方針を決定するなど（必要な場合は、各

財務局ごとに置かれている国有財産地方審議会に諮問し、答申に基づき利用方針を決定）、国又は地方公共団体との調整を要

する業務であり、国自ら行うことが不可欠である。 

特に、未利用国有地の各省庁への所管換の業務は、庁舎等の取得等予定の計画、宿舎の設置計画等により、普通財産を新た

に行政財産に充てるものであり、行政財産と一体不可分である。 

 

４．さらに、未利用国有地の地方公共団体等への売却、減額・無償貸付の業務は、一般競争入札や時価による処分の例外的取扱

いであり、個別事案ごとの判断を要する非定型的な業務であり、財政法の特例等として行うこととなるため、公正かつ厳正な

執行が確保される必要があり、国自ら行うことが不可欠である。 

 

５．未利用国有地の一般競争入札の業務、旧里道・水路及び権利付財産の売却・貸付けの業務などのうち、売却価格の決定、契

約の締結等といった業務は、財産権の権利主体としての国による公正かつ厳正な執行を確保するための業務（最終チェック機

能）であり、国自ら行わなければならないものである。ただし、売却や貸付け業務のうち、資料の収集・現地調査等の定型的

な業務については、既に包括的な民間委託を行っているところである。 
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６．以上のように、現在、普通財産の管理については、国自ら行う必要がある部分を国が行い、その他については、既に包括的

な民間委託を行っているところである。 

 

Ⅲ 国家公務員宿舎関係  １７年度末定員２５２人 業務の見直し、効率化による削減▲１７人 更なる民間委託の実施による 

削減▲７人 ⇒ ２２８人 

 

１．国家公務員宿舎は、行政財産の一つであるが、国家公務員宿舎法に基づき、財務大臣（財務局）は宿舎全体について必要な

調整を行う「総括権」を有するほか、合同宿舎を設置・管理し、また、省庁別宿舎の一部を設置することとされている。 

 

２．財務局管財部門においては、宿舎の設置並びに維持及び管理の適正を期するため、宿舎制度を整え、宿舎の設置等に関する

業務の統一と必要な調整等の「総括事務」を遂行している。 

この総括事務の内容としては、 

① 宿舎設置計画の策定 

宿舎制度の適正と効率的な運用のために、設置業務について一元化を図ることにより、宿舎の規模、構造、地域別、

各省庁別の適正な取扱いについて統一性を確保する必要があることから、各省各庁からの宿舎設置要求を把握し、予

算執行の効率性を確保するなど、宿舎の設置に関する年度計画を策定。 

② 入居調整や宿舎廃止等に関する協議の審査 

宿舎の効率的かつ適正な使用のため、各省庁の機構、職務の性質、宿舎需要等を踏まえ、省庁間の入居調整や宿舎廃

止等に関する協議を受け審査。 

などがあり、宿舎の設置、入居調整や宿舎廃止等の協議の業務は、省庁との調整を要する業務であり、実効性を確保するため

にも、国自ら行うことが不可欠である。 

 

３．宿舎設置計画に基づく宿舎の設置の業務については、建設スケジュールの策定、用地の取得、各規格別の間取り等の設計基

準及び積算基準の作成を除き、詳細設計・監理のすべてを民間委託しているところである。 

 

４．合同宿舎の維持管理業務のうち、宿舎管理業務については、各省庁の申請に基づく宿舎貸与の決定、宿舎使用料の決定など
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は国が行い、その他の入退去における原状回復の処理、自動車の保管場所貸与等諸届の処理、小規模修繕の受付及び居住者へ

の広報・連絡等の宿舎管理人業務についてはすべて民間委託又は非常勤職員により実施している。 

また、外壁改修等の施設改修工事については、発注・契約を除き、詳細設計・監理を原則として民間委託していたが、今回、

これまで自ら行なっていたものを含め、すべての詳細設計・管理の民間委託を実現する。 

 

（注）上記の業務分類別人員のほか、部長・次長が計２２人いる。 

 

Ⅳ まとめ 

以上のように、行政財産及び宿舎についての財務局の業務は、財務大臣の権限を総括機関として行うものであり、実効性を確

保するためにも、その業務を民間委託又は非公務員型独立行政法人へ移行することは不適当である。また、普通財産についても、

民間委託している定型的な業務を除いては、国自ら実施する必要があり、非公務員型独立行政法人への移行は不適当である。 

さらに、行政財産と普通財産は、それらの有効活用の観点から、相互の入替えなどの調整を要するものであることから、財務

局管財部門の職員が両方の財産に係る業務を一体として取り扱うシステムを採用している。仮にこれらの業務の一部を分離して

民間に包括委託し又は独立行政法人へ移せば、普通財産を国利用のために速やかに行政財産に入替える必要がある場合などに支

障が生じるおそれがあるほか、新たに調整コストが発生し、国民負担が生じることとなるという問題がある。 
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<普通財産管理処分事務の流れ>
［参 考］

 

 
 

 
 

 

 

 

　※　最低売却価格公表入札の場合は不要
　

（注）　　　　黄色囲み表示は、二重線で囲んでいる国自ら行う必要のある業務を除き、包括的な民間委託の対象の

　　　業務である。

  

○○省庁舎等 民有地（未利用）

用途廃止により
財務省へ引継

物納引受により
財務省へ引継

未利用国有地

情報提供

処　理　計　画　の　決　定　（各省庁・地公体等との折衝）

所管換等 売払・貸付・譲与

価格決定・契約

○×市役所庁舎等××省庁舎等

一般競争入札
（原則）

物件調査

物件調書の作成

価格決定

入札案内書及び
応募要領の作成

看板設置・草刈

公　　　示

広　　　告

入札案内書及び
応募要領の配付

  現場説明(建物)

入　　　札

〔落札者の決定〕

売買契約

予定価格以
上で応札

予定価格に達
しなかったもの

応札者がな
かったもの

再度入札

不落随契の交渉

成　　約 不　成　約

住宅等

国　有　財　産　地　方　審　議　会　（付議対象となるもの）

（会計法29の3等）

（会計法29の3等）

（会計法29の3等）

（会計法29の8）

※

（会計法29の3等）

資料調査

鑑定評価依頼

現地調査

鑑定評価書作成

鑑定評価書審査
及び評価調書作成

各省庁 地公体等 民間へ売却

管　理

巡　　回 看板設置

草　　刈 柵設置

不法投棄物の処理

2
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（注）　　　　黄色囲み表示は、二重線で囲んでいる国自ら行う必要のある業務を除き、包括的な民間委託の対象の

　　　業務である。

民有地
（借地権等付着）

物納引受により
財務省へ引継

権利付財産（新規）

買受勧奨

買受希望無買受希望有

売払申請書受理 貸付申請書受理

現地調査 現地調査

価格決定 価格決定

契約折衝 契約折衝

決議書作成 決議書作成

売買契約 貸付契約

住宅等

（会計法29の3等） （会計法29の3等）

（会計法29の8） （会計法29の8）

旧里道・旧水路

相手方（使用者等）との折衝

売払・貸付

申請書受理

現地調査

価格決定

決議書作成

契　　　　　約

（会計法29の3等）

（会計法29の8）

（貸付けの場合又は売買契約不調から貸付けに移行した場合）

境界確定

申請書受理

資料収集

境界線の決定（財産の特定）

現地立会

現地立会調書作成及び
境界確定協議書精査

境界確定協議書取り交わし

権利付財産（継続）

貸付料改定 　増改築及び
　借地権譲渡承認

2
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【定員純減に向けた検討の方向】 

○ 以下の観点から、体制の抜本的な見直しを行うこと。仮に、困難なものがある場合には、真に国家公務員をもって充てる

べき業務とそれ以外とを精査し、後者の業務を特定するとともに、最低限必要な人員の規模を明らかにすること。 

 

－ 国有財産の有効利用・高度利用を促進するため、行政財産の使用調整業務について、定型的な業務を洗い出して、包括

的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人へ移行すること。 

 

【現時点における検討結果】 

 

１．庁舎等の使用調整業務は、以下の段階により行われる。 

① 使用調整の対象となる地域における庁舎の実態を把握するための事前調査 

② 庁舎等使用調整計画案の作成 

③ 財政制度等審議会への付議、各省庁への結果の通知 

 

２．それぞれの各段階の業務について検討すると以下の通り。 

（１）①の事前調査業務について 

庁舎等使用調整計画の対象地域における庁舎等の実態を把握するための事前調査は、財務局による実地監査により行われ

るが、その際には、使用調整計画が効率的に策定され実効性のあるものとなるよう、単なる調査に止まらず、各省庁に対し

必要な是正指導が伴う。当該是正指導は、事案ごとに将来策定される使用調整計画案を念頭に個別にその必要性を判断して

行われる必要があり、こうした業務は定型化することができない業務である。また、こうした是正指導等は、財務大臣から

総括権の権限委任を受けている財務局が行うことにより実効性が担保されるものである。 

こうしたことから、この業務については、包括的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人への移行は不適当である。 

 

（２）②の庁舎等使用調整計画案の作成業務について 

庁舎等使用調整計画を効率的に策定し、実効性のあるものとするためには、財務局が計画原案を作成する段階で関係する

各官署から庁舎の過不足、業務の内容等を聴取し、①庁舎の非効率使用の解消、余剰スペースの有効活用といった庁舎の適

正かつ効率的な活用が図られるものであるか、②来庁者の利便性の向上等公共の利益の増進が図られるものであるか、③相
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互に関係する業務を行う官署の集約化等公務の効率性の向上が図られるものであるかといった観点から、個別事案ごとに対

象となる官署との事前調整を行う、又は貸付けが可能な空きスペースを確定することが必要である。このように、庁舎等使

用調整計画原案の作成業務は、定型化することができない業務である。また、こうした庁舎等使用調整計画の策定は、財務

大臣から総括権の権限委任を受けている財務局が行うことにより実効性が担保されるものである。 

こうしたことから、この業務については、包括的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人への移行は不適当である。 

 

（３）③の財政制度等審議会への付議、各省庁への結果の通知について 

これらの業務は、定型的な業務でなく、国自ら行うべきものである。 

 

３．以上のことから、行政財産の使用調整業務については、国自ら実施する必要があり、包括的な民間委託の実施又は非公務員型

独立行政法人への移行は不適当である。 
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【定員純減に向けた検討の方向】 

○ 以下の観点から、体制の抜本的な見直しを行うこと。仮に、困難なものがある場合には、真に国家公務員をもって充てる

べき業務とそれ以外とを精査し、後者の業務を特定するとともに、最低限必要な人員の規模を明らかにすること。 

 

－ 民間のノウハウ・活力を活かした資産売却を促進するため、普通財産の処分（売却）に関する業務の全てを対象に、包

括的な民間委託の実施又は非公務員型独立行政法人へ移行すること。 

 

【現時点における検討結果】 

 

１．財務局管財部門においては、普通財産の管理・処分業務として、 

① 未利用国有地の各省庁への所管換 

② 未利用国有地の地方公共団体等への売却、減額・無償貸付け 

③ 未利用国有地の一般競争入札 

④ 旧里道・水路及び権利付財産の売却・貸付け 

などを行っている。 

 

２．これらの業務のうち、各省庁への所管換、地方公共団体等への売却等の公用・公共用の用途に利用することが見込まれる未利

用国有地については、各省庁、地方公共団体等からの利用要望の調整を行い、利用方針を決定するなど（必要な場合は、各財務

局ごとに置かれている国有財産地方審議会に諮問し、答申に基づき利用方針を決定）、国又は地方公共団体との調整を要する業

務であり、国自ら行うことが不可欠である。 

特に、未利用国有地の各省庁への所管換の業務は、庁舎等の取得等予定の計画、宿舎の設置計画等により、普通財産を新たに

行政財産に充てるものであり、行政財産と一体不可分である。 

 

３．さらに、未利用国有地の地方公共団体等への売却、減額・無償貸付の業務は、一般競争入札や時価による処分の例外的取扱い

であり、個別事案ごとの判断を要する非定型的な業務であり、財政法の特例等として行うことになるため、公正かつ厳正な執行

が確保される必要があり、国自ら行うことが不可欠である。 
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４．未利用国有地の一般競争入札の業務、旧里道・水路及び権利付財産の売却・貸付けの業務などのうち、売却価格の決定、契約

の締結等といった業務は、財産権の権利主体としての国による公正かつ厳正な執行を確保するための業務（最終チェック機能）

であり、国自ら行わなければならないものである。ただし、売却や貸付け業務のうち、資料の収集・現地調査等の定型的な業務

については、既に包括的な民間委託を行っているところである。 

 

５．以上のように、現在、普通財産の処分については、国自ら行う必要がある部分を国が行い、その他については、既に包括的民

間委託を行っているところである。また、行政財産と普通財産は、それらの有効活用の観点から、相互の入替えなどの調整を要

するものであることから、財務局管財部門の職員が両方の財産に係る業務を一体として取り扱うシステムを採用している。仮に

これらの業務の一部を分離して民間に包括委託し又は独立行政法人へ移せば、普通財産を国利用のために速やかに行政財産に入

替える必要がある場合などに支障が生じるおそれがあるほか、新たに調整コストが発生し、国民負担が生じることとなるという

問題がある。 
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【定員純減に向けた検討の方向】 

○ 関係法令の規定により、国自ら行わなければならない契約、入札等の業務については、民間委託推進の障害となることか

ら、関係法令の改正も検討すること。 

 

【現時点における検討結果】 

 

１．国有財産の売却業務において、入札の公告、入札の開札、予定価格の決定、契約の締結等の業務は、会計法令の規定により国

自ら行っているが、これは、国の職員である契約担当官等が、国会の議決を経た予算を執行する権限とそれによる職責に基づき

行っているものである。 

 

２．これらの業務は、国民共有の財産である国有財産の売却業務について、公正かつ厳正な執行が確保されなければならないこと

から、財産権の権利主体としての国が、権利行使が適切なものであるかを自ら判断の上、行使するものであり、これらの判断や

行使は国以外の者が代わり得ないものである。 

 

（参考） 売却に係る契約の法的効果は、私法上の契約と同様であるが、対象財産の公益性による契約相手方の決定の制限等を

受けるほか、契約に関する業務を行う契約担当官等については、「予算執行職員等の責任に関する法律」（昭和 25 年法

律第 172 号）により特別な弁償責任が課されることとなっている。 
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【定員純減に向けた検討の方向】 

○ その他、定員の大幅な純減に資する抜本的な見直しの方向 

 

【現時点における検討結果】 

 

既存の業務について、以下の取組により、△１８１人・△１０％超の大幅な定員の純減を実施。 

業務の見直し・効率化（ＩＴの活用によるもの） 民 間 委 託 
区  分 

見 直 し の 内 容 削 減 数 見 直 し の 内 容 削 減 数 
計 

法定帳簿を含めた下記の主要帳票及び関連帳票の情報項目、様式等を見直し 

・国有財産台帳 ・庁舎等整備予定一覧 ・庁舎等使用現況及び見込み報告書 

・行政財産等監査現況調査票 ・有効利用化財産の処理計画 

・行政財産使用状況実態調査確認結果  等 

下記の協議及び通知の様式、協議手続きを見直し 

・所管換、取得、使用収益等の協議 ・特別会計所属普通財産の売却、貸付の通知 

行 政 財 産 

関   係 

下記の報告書作成及び計算処理の効率化 

・国会報告書 ・国有財産の価格改定 ・市町村交付金 ・使用料 

△７６人 － － △７６人 

債権発生通知書について「官庁会計事務データ通信システム」との連携見直し 取得時効の処理業務のうち、物

件確認に必要な公簿・公図調査

等の定型的な業務の民間委託に

よる削減 

△２０人 

普 通 財 産 

関   係 下記の計算処理の効率化 

・価格改定 ・市町村交付金 

△３７人
一般競争入札の売却物件に加

え、新たに地方公共団体等への

売却物件に係る鑑定評価の民間

委託による減 

△２４人 

△８１人 

下記の主要帳票及び関連帳票の情報項目、様式等を見直し 

・宿舎現況記録 ・宿舎設置要求書 ・参考調書  等 

下記の協議の様式、協議手続きを見直し 

・所管換、取得等の協議 

下記の各種報告書等の統合・情報項目を見直し 

・宿舎現況表 ・合同宿舎現状調査表 ・省庁別宿舎現状調査表 ・宿舎現況連絡票 

公務員宿舎 

関   係 

下記の計算処理の効率化 

・価格改定 ・宿舎使用料 

△１７人

合同宿舎の施設整備・改修工事

の設計・監理業務をすべて民間

委託 

△７人 △２４人 

合   計 △１３０人 △５１人 △１８１人 

(注) 定員削減数は、定員合理化計画による削減を含むものとし、今後５年間（平成１８～２２年度）は新規増員要求は行わない。 
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○財務局管財部門の組織図

※一課体制の財務事務所・出張所においては、統括国有財産管理官の事務も実施

・国有財産の実地監査

・国有財産の鑑定評価・審査

上記管財部の管財総轄課、宿舎総括課、審理課(困難事案・問題事案の個別
処理を除く)及び統括国有財産監査官の事務

上記管財部の審理課(困難事案・問題事案の個別処理)及び統括国有財産管理
官の事務

・庁舎の新規取得の調整
・庁舎の入居官署の入替調整
・国会報告資料の作成　等

・国家公務員宿舎設置計画の策定
・宿舎建設計画・宿舎維持管理計画の策定
・台帳記載　　等

・困難事案・問題事案の個別処理
・債権管理、徴収、訴訟　等

・各省庁からの行政財産の取得等の協議の審査
・物納財産の調査・引受
・行政財産の用途廃止引受
・地方公共団体等への無償・減額貸付
・一般貸付、境界協議、取得時効・不法占拠財産の処理
・国利用として行政財産への所管換
・地方公共団体等への随意契約による売却
・一般競争入札、旧里道・旧水路の売却、権利付財産の売却
・宿舎の入居調整、宿舎廃止等に関する協議の審査
・宿舎の建設・修繕
・合同宿舎の貸与承認等
・合同宿舎の管理人の指導　　等

・管財総轄課、宿舎総括課の計画策定事務のうち財務局長が指定するもの

管財部 次長

管財課

統括国有財産管理官

財務事務所
・出張所

統括国有財産管理官

統括国有財産監査官

首席国有財産鑑定官

管財総轄課

宿舎総括課

審理課

国有財産調整官
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